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福永：はい、福永でございます。お忙しい中、ご出席賜り、大変ありがとうございます。 

それでは、私より 2021年度決算についてご説明申し上げます。それでは、お手持ちの資料 3 ページ目をご覧くだ

さい。 

2021年度の決算のポイントということで記載させていただいております。 

右下のところが、P/L という形になります。青字でハイライトしているところが 21年度の実績ということになります。数

字を見ていただきますと、売上高 9,305億円、営業利益 114億円、経常利益 197億円、親会社に帰属する

当期純利益、こちらは 101億円という結果となりました。増収増益ということになっております。 

左上の説明で申し上げますと、前年度から比べますと、コロナ影響からの需要回復機会を捉え、増収増益というこ

とでございます。 

一方で、主に自動車部品事業でのコロナ影響、東南アジアでのコロナ影響、これによって緊急輸送費、BCM対

応費用等が発生しました。また、グループ全体においても、輸送費、材料費高騰の影響があったんですが、インフ

ラ、機能製品セグメントでは増益となりました。 

特別利益に関しましては、前年より減少いたしましたが、持分法投資損益の改善ということもございまして、親会社

株主に帰属する当期純利益、こちらは 101億円と前年並みということになりました。 

前回予想比でいいますと、自動車部品事業における輸送費増加等により、営業利益は下振れということになりま

すけれども、持分法投資損益の改善により、経常利益および親会社株主に帰属する当期純利益は前回予想に

対して上振れという結果となっております。 



 
 

 

それでは、次 4 ページをご覧ください。 

こちらは 2022年度、今期でございますけれども、通期の予想でございます。 

半導体不足であったり、ロシア・ウクライナの情勢であったり、上海ロックダウンの長期化ということもございまして、サプ

ライチェーンの混乱、こういったことでさまざまな影響が出てまいります。そうした影響を加味し、2022年度の業績予

想を策定しております。 

売上高に関しましては 1兆 500億円、営業利益に関しましては 225億円、経常利益は 260億円、親会社

株主に帰属する当期純利益 140億円と見ております。売上高につきましては、インフラ、電装エレクトロニクス、機

能製品セグメントで増収となります。 

また、後ほどご説明いたしますが、銅価変動、銅価の上昇、為替、こちらの影響でのプラスというところもございます。 

営業利益に関しましては、顧客減産、原材料・輸送費高騰のリスクということがございますけれども、自動車部品、

情報通信ソリューション事業の増収。自動車部品事業においては前年度の先ほど申し上げた東南アジアを中心に

しましたコロナ影響にかかわる一過性の費用、こういったものが解消してまいります。 

また、価格転嫁を推進していくということで営業利益は 225億円ということを予想しております。親会社株主に帰

属する当期純利益に関しましては、持分法投資損益、こちらは減少してまいりますけれども、特別利益、あるいは

こちらも減少してまいります。 

一方で、営業利益の増加ということございますので、親会社株主に帰属する当期純利益は 140億円ということで

想定しております。 



 
 

 

それでは、5 ページご覧ください。 

こうした予想をどういった市場環境、市況に基づいて予想したかということを記載させていただいております。 

実際、2022年 3月以降、主要経済指標というのは、悪化してきておるというところでございます。自動車関係に

関しましても大きく悪化しております。世界 GDP、日本の GDP、米国経済、自動車市場、こちらは昨年度末の

12月ぐらいに見込んでた数字から、いずれも足元ではポイントを下げておりますし、自動車に関しましては台数も

下がっているという状況でございます。 

ただし、半導体市場に関しましては、半導体メーカー、製造するメーカーに関しましては半導体不足ということの裏

返しで、引き続き伸びていくと見ておるというところでございます。 



 
 

 

こういった前提に基づいて予想したものでございますけれども、足元の事業環境、今申し上げたような状況を踏まえ

て、リスク要因と影響額を想定いたしました。 

その上で自助努力という点での価格転嫁であったり、生産性改善等の施策を積み上げて、営業利益想定を策定

しております。当然、今後グループ全体での、さらなる取り組みも推進してまいります。 

下のところにウォーターフォールございます。赤字のところがマイナス要因、これは外部要因によるマイナス。加えて、将

来に向けた投資、あるいは操業度が上がってくるという中での固定費、特に製造間接費の増加等ございます。こう

いったマイナス要因を、売上増加、原価低減、価格転嫁、製品ミックス、生産性改善といったところ、こちらを進めて

まいります。 

加えて、自動車関係で特に大きく発生しました一過性の費用、こちらも解消してまいります。加えて、為替に関しま

しても円安がさらに進むといったふうに見立てておりますので、結果的には 225億円といった数字にしたというのがこ

の背景でございます。 

グループ全体の取り組みについては右に記載させていただいております。価格転嫁、原価低減、調達ルートの見直

し等々、当然やるべきことをしっかりやっていくということで改善を進めてまいります。 



 
 

 

次、7 ページをご覧ください。 

詳細な話になりますけれども、われわれにとって課題であったファイバ・ケーブル事業の状況および取り組みについて

総括しております。 

21年度の総括といたしましては、北米光ケーブルはコロナ影響ということでの断続的な出勤率低下というところがご

ざいましたけれども、年間を通じては生産性は改善いたしました。 

付加価値製品を中心に約 2割の増収を確保しております。グラフがございますけれども、北米ケーブルの伸びに関

しましては 2022年度、今年度 21年度からさらに 10%程度伸びると見ています。 

加えて、付加価値商品であるローラブルリボンケーブル、こちらの比率も 21年度は 20%程度というところにござい

ますけれども、こちらも 35%といったところまで伸びると予想しております。 

22年度の具体的な取り組みでございますが、米国・欧州需要増への対応ということで進めてまいります。当然、生

産性改善およびコスト低減というところを継続してまいります。 

また、原材料の安定調達、原材料・輸送費価格高騰分の価格転嫁を進めていくということで、右のグラフがマイナ

ス要因もあるんですが、プラス要因、着実に積み重ねるということで、増益という形をわれわれとしては計画しており

ます。 



 
 

 

続いて、8 ページをご覧ください。21年度自動車の方の総括でございます。 

21年度、前年度のコロナ禍からの回復と、あるいは新車種の納入立上げというプラス要因がございましたけれど

も、繰り返しになりますが、コロナ影響、こちらで大きくマイナス、加えて輸送費、原材料高騰の影響も大きく受けま

した。結果的に大きく減益となっております。 

22年度に関しましては、今年度の受注済み、立上げ案件、これをしっかりやりきるということでございます。また、顧

客の急な生産計画変動、急な減産、急な増産要請、こういったことに対応できるモノづくり、加えて在庫管理の徹

底ということも進めてまいります。 

加えて、急な変動の場合、われわれがコントロールできない部分に関しましては、お客様への買取り要請ということも

進めてまいります。また、原材料価格、物流費の高騰、こちらにつきましては市況スライドの適用を含む価格転嫁、

生産性改善、こちらを進めてまいります。 

右のウォーターフォールを見ていただきますと、一過性費用を解消するというところが一番最初のプラス要因となって

おります。これを解消させる。一方で価格高騰の影響等がございます。将来に向けての投資、操業度上昇によるコ

スト増というところを、情報通信と同じでございますが、売り上げの増加、生産性改善、価格転嫁、製品ミックス改

善といったところで、来年度に向けて大幅な改善、黒字化というところを進めてまいります。 



 
 

 

続きまして 9 ページ、設備投資・減価償却費・研究開発投資の件でございます。 

2021年度につきましては、当初、年度初めは 450億円の設備投資計画をしておりました。われわれどもは将

来、ビジョン 2030 に向けて、バックキャストの形で、毎年着実に必要なものは、投資は続けてきております。 

一方で、足元の市況の変化、お客様の状況の変化、こちらにつきましては、変動を予測するという形で投資を抑

制する、あるいは先送りにするといったようなことも行っております。この結果、380億円といったところが 2021年度

の結果となりました。 

研究開発投資につきましては、2021年度も将来に向けた投資、先端技術に関しての投資、こちらはしっかり進め

ております。22年度につきましては、設備投資 470億円、減価償却費 380億円、研究開発投資の 240億

円、進めてまいります。当然、22年度に関しましてもお客様、あるいは市況の状況を見ながら進めていくというとこ

ろは変わりません。 

22年度の投資の内容としては、中期的に確実な利益を得るための設備投資、こちらは継続してまいります。ま

た、安定製造の基盤強化というための事業リスク低減のための投資を進めてまいります。 

また、社会課題解決といった点から DX・カーボンニュートラル、こういったことに向けての投資も継続すると、あるい

は、増やしていくということで、今回の投資計画を練っておるというところでございます。 



 
 

 

続いて、10 ページ。こちらは課題となっております棚卸資産についての説明でございます。 

下のグラフをご覧いただきますと、20年度末 1,208億円、こちらをベースにわれわれどもは棚卸の回転日数等を

改善していくということで、棚卸資産の適正化ということを図っていくことを計画しておりました。 

その中ではございましたけれども、売上増に伴う増加というところ、これはある程度吸収できていくというものなんです

けれども。一方でコロナおよび半導体不足による影響、そのための在庫確保であったり、あるいはリードタイムの長期

化、こういったものは一時的な要因として、21年度第 3四半期から、あるいは 21年度末にかけて、なかなか状

況は好転しないという実態がございます。 

ただし、22年度、こういった状況を徹底的に棚卸の内容を分析する。それに対しての打ち手をとるということで、適

正化を図ってまいります。この部分で棚卸資産が減るということがございます。 

ただ一方で、こちらも為替影響、銅価影響の影響を受けております。この分、どうしても棚卸資産が増えてしまうと

いう影響。この部分が、今年度、銅価がさらに高騰する、為替に関しましては円安が進むという前提では、さらに膨

らんでいくというリスクがございます。その中で棚卸資産の適正化というのは運転資本にとっては非常に重要なファクタ

ーでございます。しっかりと改善を進めていくということで計画を入れております。 



 
 

 

11 ページは、経営指標でございます。 

21年度に関しましては、銅価高騰、為替変動、サプライチェーン混乱という同様の影響ではあるんですけれども、

運転資金の増加ということがございます。その結果、有利子負債は増加ということになっておりますが、増益によって

事業資産営業利益率に関しては、改善ということになっております。ただ、まだまだ数値としては満足いくものではご

ざいませんので、22年度、事業環境をもとにして、ここに記載のような数字を予定しております。 

われわれにとって、やはり財務指標、経営指標、これらの指標というのは非常に重要なものですので、今月末に公

表いたします中期計画の中でも、われわれの資本効率重視、こういった経営のプロセス、あるいはロードマップという

のをお示ししたいと考えております。 

22年度から新たな経営管理指標として ROIC、さらに ROIC スプレッドを意識するということで、事業評価におけ

る意思決定のプロセスに反映してまいります。 



 
 

 

続いて、12 ページをご覧ください。株主還元についてでございます。 

21年度の配当は当初の予定通り、1株あたり 60円といたします。基本は安定配当を継続するということでござい

ます。60円の配当とさせていただきます。22年度の配当につきましても、業績等を踏まえ、一株当たり 60円とい

うことで予想していただいております。 

 

 



 
 

 

続きまして、14 ページまで進めてください。21年度決算の詳細ということになります。 

14 ページに関しましては、先ほど数値を申し上げましたので、持分法投資損益、こちらの数値に補足させていただ

きます。プラス 99億円となっております。UACJ さん、こちらのプラスというところが大きくプラスになっているという状況

でございました。 

 

 



 
 

 

続いて、15 ページご覧ください。 

売上に関しましては、前年からプラス 1,189億円となっております。売上増の主な要因として銅価、こちらが 770

円から 1,136円に上昇したという影響、このプラス。円安に関しても 106円から 112円ということで円安が進ん

だ影響、このプラスがございます。 

一方で、会計基準の変更ということでの収益認識基準のマイナスございますが、実質的な変動、こちらは 951億

円のプラスとなりました。 



 
 

 

それでは、16ページをご覧ください。営業利益の増減要因でございます。 

前年比ということでございますと、プラス 30億円でございます。こちらマイナス要因、プラス要因、いろいろございます

けれども、実質的な変動はプラス 34億円となりました。 

内容としましては、売上増減、品種構成、原価低減、価格転嫁等、これによって 254億円のプラスがございまし

たが、価格高騰の影響、これでマイナス 175億円。操業度が上がってくる中での製造間接費、こちらでマイナス

45億円。こういった影響がございました。 

ただし、間接費のところに関しましては、さらに前年度コロナ影響によって、特別損失に費用を振り替えているものが

あったということで、比較でいきますと実質的には 30億のプラスということになります。 



 
 

 

続いて、セグメント別でございます。 

まずインフラ、こちらは前年比増収増益。前回予想比はほぼ予想並みとなりました。詳細については、既に説明し

た内容とかぶりますので割愛させていただきます。 

 

 

 



 
 

 

ファイバ・ケーブルに関しましては、前回予想比、ほぼ想定通りという説明になっておりますが、少し補足させていただ

きます。実際、第 4 クォーターに関しましては、原材料費のさらなる価格上昇ということがございました。また、合理

化投資、こちらの効果発現という遅れもございましたけれども、中南米を中心とした売上増というところでカバーした

結果、想定通りに着地したということでございます。 

その内容を示したものが前回予想のウォーターフォール。右側が前年比の、これ実績ということになります。こちらの

差でご確認いただければと思います。 



 
 

 

続いて、情報通信ソリューションの北米の光ケーブルの生産出荷状況でございます。 

下段右、生産能力の部分でございますけれども、徐々に改善というところは進んできております。コロナ影響等で、

でこぼことしている部分はございますが、着実に改善は進んでまいりました。その結果、売上に関しましては、2020

年から 21年に関しましては 23%の増、ローラブルリボンの比率も上昇しております。 

また、3月につきましては、過去最高の出荷数量になったことで、4月につきましてもほぼこのレベル、このレベルにつ

いては一定のめどがついたということで、さらに改善を進めてまいります。 



 
 

 

続いて、21 ページをご覧ください。電装エレクトロニクスでございます。 

こちらは全体を見るよりも個別で見るということで、内訳で申し上げますと、自動車部品・電池に関しましては増収

減益という結果となっております。 

電装エレクトロニクス材料に関しましては増収増益ということで、それぞれ少し動きが違うということで分けて説明させ

ていただきました。 

自動車部品・電池に関しましては、先ほど来のコロナ影響、東南アジアのコロナ影響、価格高騰、一時的費用の

増加というところのマイナスが大きく出てしまうというのが今年度でございます。前回予想からもマイナスになっておりま

すが、こちらはお客様の急な減産ということが、3月に発生したというふうにございます。 

また、そういった影響もあって当初想定したエア費が削減できなかったといったところもございます。そういった影響で、

結果的に全体での減益要因となった部分もございますけれども、自動車部品・電池がマイナスになっているというこ

とでございます。電装エレクトロ ニクス材料に関しましては年度を通じて好調に推移したという結果となりました。 



 
 

 

続いて 22 ページ、自動車部品・電池。営業利益の前回予想比についての、これはご説明、少し細かい説明とな

ります。 

ウォーターフォールの差で見ていただくと、売り上げ減、輸送費高騰、エア費増加、顧客からの回収遅れ等による輸

送費増加、原材料価格高騰といった影響が前回予想と比べて下振れてしまった要因となります。数字としては、グ

ラフの方で、ウォーターフォールでご確認いただければと思います。 

 



 
 

 

続いて、機能製品でございます。 

機能製品につきましては、前年比で増収増益。前回予想比ではほぼ予想並みということになりました。 

半導体メーカー、半導体を作るメーカー、こちらは好調でございます。年度を通じて好調に推移しました。 

一方で、半導体を使うメーカー、データセンタもその一つになりますけれども、こちらについては、なかなか材料調達が

できないということで、需要は非常に強いというものの、需要についてはかなり波があったというところです。特に、材料

調達に苦戦した期間もございますので、その分はやや弱含みになったのが 21年の状況です。 

また、樹脂関係を多数、大量に扱っているということもございます。その結果、原材料費の高騰というところが大きく

響いてきたというところも、21年度の状況でした。 



 
 

 

21年度バランスシートでございます。 

こちらについては総資産、かなり増えておりますが、やはり棚卸資産の増加というところが大きくなっております。全体

に為替影響であったり、銅価影響というところもございます。それに加えて、やはり物流混乱等々による棚卸資産の

増加というところが、我々にとってのやはり課題というふうには認識しております。 

その中で、運転資金の増加ということからフリーキャッシュフロー、記載しておりますけれども、▲533億円ということで

非常に厳しい結果となっております。 

有利子負債についてもこの影響で 707億円の増加ということで、運転資本、運転資金こちらを圧縮していく。当

然、利益を稼ぐというところも含めて、キャッシュ創出というところにこだわっていくというのが、われわれ 22年としての

課題でございます。 



 
 

 

26 ページをご覧ください。 

設備投資・減価償却費・研究開発費、こちらについては数字、先ほど申し上げましたので、内容についてもお話し

ましたので、説明割愛させてください。 

 

 

 



 
 

 

続いて、28 ページに飛んでいただいて、22年度の予想でございます。 

P/L の数字に関しましては先ほどご説明した通りでございます。こちらも持分法損益のところになりますけれども、数

字としては出しておりませんが。UACJ さん、本日開示しておりますけれども、アルミ価格下落というところを織り込ん

だ上で、かなり前年に比べて数字が下がってきている。その影響でわれわれもマイナスになってるとご覧いただければ

と思います。 

特別損益に関しては 30億円、これは特定のものではなくて、一般的なリスクということで、織り込んでいるとご認識

ください。 



 
 

 

続いて、29 ページでございます。 

売上高の増減要因でございますけれども、1,195億円の増加、内容としては地金価格、こちらがさらに上昇する。

為替の円安がさらに進むということでの増加がございます。これらを除いた実質的な変動、こちらが 571億円という

ことになります。 

 

 

 



 
 

 

続いて、30 ページ、営業利益の増減要因でございます。 

こちらは 114億円から 225億円と、プラス 111億円となります。前段の資料でも出てまいりましたが、こちらには

数値の方を入れておりますので、より具体的なところが確認いただけるかと思います。 

繰り返しになりますけれども、外部要因によるマイナス、将来に向けた投資、あるいは操業度上昇に伴う一定のコス

ト増加、そういったものをわれわれの自助努力によって基本カバーしていくということです。為替に関しては円安リスク

ということでプラスというのは先ほど申し上げた通りでございます。 



 
 

 

続いて、31 ページ。これはセグメント別の売上高および営業利益です。 

詳細については、次ページ以降で説明いたします。市況の見立て等々については先ほど申し上げた通りで、こちらも

同様でございます。 

 

 

 



 
 

 

32 ページ、情報通信ソリューションでございます。 

情報通信ソリューションにつきましては、売上高、営業利益、増収増益という形になります。マイナス要因としては、

同様の状況続きます。ロシア・ウクライナ情勢による欧州ケーブル、こちらも影響を受けるという部分でございます。 

一方で、北米のファイバ・ケーブル、こちらの生産性改善進んできておりますので、こちらのプラス。国内合理化の部

分に関しましても、効果の発現というところを見込んでおります。 

あるいは、高付加価値製品、こちらもローラブルリボンケーブルの比率も増える。全体量も増える。特殊ファイバの拡

販というところ。価格転嫁を進めていくということにプラス要因を織り込んだ結果、プラス 12億円としておるというとこ

ろでございます。 



 
 

 

33 ページ、エネルギーインフラでございます。 

売上高については前年比プラス 93億円、営業利益についてはプラス 1億円というところでございます。ただし、売

上高に関しましては銅価の影響、為替の影響等ございますので、100億円となっておりますが、実質的には 30億

円の増収というふうにご覧ください。 

プラス要因としては、 再エネ案件、こちらを取り込んでいく。らくらくアルミ、アルミ CV ケーブル、こちらを代表とするよ

うな機能製品の拡販を進めてまいります。 

一方で、足元で起きている 12月決算になっておりますので、1月、12月、ですので 3月後半から、3月頃から

既に影響が出ていますが、中国の瀋陽に電力の子会社ございますが、こちらがロックダウン影響して操業低下、ある

いはお客様の工事停止といったような影響を実際受けているということを織り込んでいます。 

その結果で、売上高の伸び、こちらは特殊要因が多いこと、営業利益に関しての足元の厳しさ、コスト増等ござい

ますので、そういった影響を見込んだ上で今年度並み若干のプラスということです。 



 
 

 

続いて 34 ページ、自動車部品・電池でございます。 

こちらにつきましては、売上高プラス 451億円、営業利益プラス 106億円ということでございます。説明はおおよ

そ、さっきの別の資料でさせていただいた通りでございますけれども、やはり価格転嫁、しっかり進めていく、お客様に

適正なご負担をいただくということ、ここは大きな課題でございます。 

当然、前年度の一過性費用、こちらについても、既に回収してきているというところございますので、その部分でしっ

かり利益を出していくということでございます。また、新規車種、アルミワイヤハーネスの立ち上げも進んでまいります。 

投資の刈り取りを進めていくことでのプラス、そういったことを織り込んで、今期、前年の赤字から黒字化するというこ

とで、黒字化さらには大幅な改善を見込んでおります。 



 
 

 

続いて、電装エレクトロニクス材料でございます。 

こちらは、前年度比で売上高はプラス 292億円、営業利益はマイナス 8億円となっております。売上高に関しま

しては、銅価の上昇が非常に大きいです。その結果、実質的にはマイナス 100億円とご認識いただければと思い

ます。 

プラス要因としては、車載、エレクトロニクス、半導体、通信インフラ関連、こちらを着実に取り込み、進めてまいりま

す。一方で、車載に関しましては半導体不足で、やはりその影響を受けるというところをやはり厳しめに見ておるとい

うところで、実質の売上減になっております。 

当然、価格高騰の影響、転嫁はしてまいりますけれども、その影響というのがございます。そういった中で、やや厳し

めに見るという数字で営業利益についてはマイナス 8億円としております。 



 
 

 

続いて 36 ページ、機能製品でございます。 

機能製品に関しましては、売上高プラス 250億円、営業利益はプラス 9億円です。こちらにつきましては、半導

体製造用テープ、こちらは半導体需要が非常に強いという中では好調持続すると見ています。 

データセンタに関しましても、部材の供給不足ということで、21年度多少苦戦していた部分はございますけれども、

今現在は受注は実際に戻ってきています。需要も戻ってきている。そこをしっかり取り込んでいくというところになりま

す。銅箔の改善も進めていくということでございます。樹脂に関しての価格高騰ございますが、こちらについても価格

転嫁を進めるということでカバーしてまいります。 



 
 

 

それでは最後、37 ページでございます。 

22年度、こちらは新中期計画の初年度ということになります。 

急速に変化する外部環境への対応、こちらを最優先課題としつつ、25年に向けた資本効率重視による既存事

業の収益最大化に向け、力強く踏み出す 1年といたします。 

5月 26日に新中期計画発表させていただきます。その時に詳細ご説明させていただきます。また、6月上旬には

事業説明会を開催いたしますので、その時に事業別の、また状況については、詳細ご説明する予定でございます。 

以上でございます。ご清聴ありがとうございました。 


